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第１章 研究の目的と方法 

 

第１節 基礎研究の基本フレーム 

１－１ 研究の目的 

（１）本研究の目的は、職業能力開発促進法に定められている「職業訓練基準」の各分野

別基準が、厚生労働省において今後継続的に見直しが行われる予定であることから、その

一助となるよう、有益な検討素材を提供することにある。「職業訓練基準」は、職業能力

開発促進法第１９条に、「公共職業能力開発施設は、職業訓練の水準の維持向上のための

基準として、当該職業訓練の訓練課程ごとに教科、訓練時間、設備その他の厚生労働省令

で定める事項に関し厚生労働省令で定める基準（都道府県又は市町村が設置する公共職業

能力開発施設にあっては、当該都道府県又は市町村の条例で定める基準）に従い、普通職

業訓練又は高度職業訓練を行うものとする。」と定められており、職業訓練を効果的かつ

速やかに実施するための重要な施策の一環として運用されてきた。 
 基盤整備センターにおいては、平成１８年度より厚生労働省から具体的な訓練分野と訓

練科についての研究テーマを受け、平成５年以来大幅な見直しが行われなかった職業訓練

基準について見直し提案を順次行ってきた。そして、昨年度より新たに、４年間を１サイ

クルとして、技術動向や人材ニーズの変化に柔軟かつ迅速に対応すべく見直しが始まった。

表１－１に、職業訓練の種類と概要を示す。 
 

表１－１ 職業訓練の種類と概要 

職業訓練

の種類 

訓練 

課程 
訓練の概要 訓練期間及び総訓練時間 

普通職業

訓練 

普通 

課程 

中学校卒業者または高等学校卒業者等に対し

て、将来多様な技能・知識を有する労働者と

なるために必要な基礎的な技能・知識を習得

させるための長期間の課程 

高等学校卒業者等１年総訓練時間

1,400 時間以上 

中学校卒業者等２年総訓練時間

2,800 時間以上 

１年につき概ね 1,400 時間 

短期 

課程 

在職労働者、離転職者等に対して、職業に必

要な技能（高度の技能を除く）・知識を習得さ

せるための短期間の課程 

６月（訓練の対象となる技能等によ

っては１年）以下 

総訓練時間 12 時間以上（管理監督者

コースにあっては、10 時間以上） 

高度職業

訓練 

専門 

課程 

高等学校卒業者等に対して、将来職業に必要

な高度の技能・知識を有する労働者となるた

めに必要な基礎的な技能・知識を習得させる

ための長期間の課程 

高等学校卒業者等２年 

総訓練時間 2,800 時間以上 

１年につき概ね 1,400 時間 

応用 

課程 

専門課程修了者に対して、将来職業に必要な

高度で専門的かつ応用的な技能・知識を有す

る労働者となるために必要な技能・知識を習

得させるための長期間の課程 

専門課程修了者等２年 

総訓練時間 2,800 時間以上 

１年につき概ね 1,400 時間 

専門 

短期 

課程 

在職労働者等に対して、職業に必要な高度の

技能・知識を習得させるための短期間の課程 

６月（訓練の対象となる技能等によ

っては１年）以下 

総訓練時間 12 時間以上 

応用 

短期 

課程 

在職労働者等に対して、職業に必要な高度で

専門的かつ応用的な技能・知識を習得させる

ための短期間の課程 

１年以下 

総訓練時間 60 時間以上 
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（２）厚生労働省は、現行の職業訓練基準を４年計画で分野別に順次見直しを行うことと

している。 

本研究は、労働者に求められる技術・技能や能力開発ニーズの動向、訓練の実態等

を調査し、公共職業能力開発施設及び認定職業訓練施設関係機関に職業訓練基準の適

正な見直しや弾力的訓練の設定等に寄与しうる資料を提供するものである。 

 

１－２ 研究の内容 

（１）公共及び認定訓練施設が実施している各訓練系や専攻科の職業訓練基準等につい

て、産業・技術の動向、具体的な能力開発ニーズ等に的確に対応した内容改善または、

提案を行う。 

（２）「職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）別表第２（普通課程）」

（以下、「別表第２」という。）の見直しを中心に検討する。 

（３）訓練系・専攻科ごとに次の①②に沿って現行基準の見直しを行う。 

①別表第２に示された、訓練系・専攻科の分類、名称、技能・知識の範囲、教科、訓

練時間、設備の種別・名称。 

②上記に係る教科の細目、設備の細目、技能照査の基準の細目 

（４）当該分野の職業能力開発の発展に寄与する観点からの人材ニーズ、技術動向等を適

宜付加する。 

 

１－３ 年度別計画 

（１）対象分野は、４年で全分野を実施する。 

（２）平成２３年度から平成２６年度の研究対象分野は次の通りである。 

平成２３年度（１年目） 電気・電子、情報・通信、非金属加工、繊維・繊維製品

     分野 

平成２４年度（２年目） 建築・土木分野 

平成２５年度（３年目） 金属・機械、運搬機械運転、情報・通信分野 

平成２６年度（４年目） 農林、化学、医療、デザイン、サービス、食品分野 

 
１－４．成果の活用 

（１）厚生労働省 

当該分野の検討内容を、厚生労働省が設置する職業能力開発専門調査員会（以下、「専

門調査員会」という。）における省令改正に関する検討の基礎資料として提供する。 

  厚生労働省は法律、省令改正等の重要事項については、厚生労働省設置法第９条の規  

 定により、「労働政策審議会」による審議が必要であると定められているが、職業訓練基 

 準の見直し（省令改正）は、労働政策審議会で審議する際の事前調査のため厚生労働省 
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 職業能力開発局の下に「職業能力開発専門調査員会」を設置することとしている。職業 

 訓練基準の改正プロセスと本研究の位置づけを図１－１に示す。 

 

 
図１－１ 職業訓練基準の改正プロセスと本研究の位置づけ 

 

（２）都道府県又は市町村 
  当該都道府県、又は市町村の条例で定める職業訓練基準の制定又は改正に関する参考  
 資料とする。 
（３）各職業能力開発施設等 

産業・技術動向、職業能力開発ニーズの把握及び訓練内容の改善等に関する参考資料

とする。 
 

第２節 平成２４年度の研究概要 

本年度の研究は、「建築・土木」分野を対象として行った。具体的には、職業能力開発

関係者、職業訓練指導員等の専門家による「研究会」を設置し、検討を行った。 

職業能力開発 

 専門調査員会 

基準改正について

検討 

改正省令 

原案作成 

改正省令案作成 

 

改正省令案 

の審査 

官報掲載 

訓練科の新設等の要望、必要性を勘

案して職業分野ごとに訓練基準を見

直す計画を検討、策定する。 

基礎研究会 
(基盤整備 

センター) 

職業能力開発 

専門調査員会 

法令審査 

パブリックコメント 

労働政策審議会 

（職業能力開発分科会）

上記計画に基づいて、調査、検討を行う。

上記研究会報告を踏まえ作成し

た原案の適否について調査検討

し、改正省令案を作成する。 

改正省令案について省内の審査を受ける。  

改正省令案について広く国民から

意見募集を行う。 

諮問 

答申 

 

 

施行日より改正省令の施行 
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２－１ 研究会の概要 

（１）名  称：「職業訓練基準の分野別見直しに係る基礎研究会 ―平成２４年度 

        建築・土木分野―」（以下、「研究会」という。） 

（２）検討分野：建築・土木分野 

（３）研究期間：１年間 

（４）開  催：５回 

 

２－２ 研究会の構成 

（１）本格的な見直し検討を進めるために、委員構成は、公共職業能力開発施設、認定職

業訓練施設、関係機関等の職業訓練専門家をバランスよく構成し、検討できる体制と

した。 

 

（２）委員の構成  

①公共職業能力開発関係 東京都          ２名 

 神奈川県       １名 

 栃木県     １名 

    (独)高齢・障害・求職者雇用支援機構 ３名 

②認定職業訓練関係    建築・土木分野実施職業訓練施設   ２名 

  ③研究担当室   基盤整備センター教材開発室  １名 
 
（３）専門性を深めた検討を行うため、躯体、内外装、設備の３グループに分け、各グル 

   ープ３名体制とした。 

  

２－３ 研究の対象 

（１）対象分野は、「建築・土木」の７訓練系２７訓練科を対象とし、研究会では、事前の

アンケート調査や委員によるヒアリング調査の結果等から、全科について検討を行っ

た。 

 

（２）「別表第２」を中心に次の①②の調査結果を踏まえ、③から⑥について見直し、ま

た、必要に応じて、新系・新科の提案についての検討も行った。 

①当該分野に係る産業・技術、人材ニーズ等の動向 

②当該分野の職業訓練の動向と課題（公共職業能力開発施設・認定職業訓練施設） 

③当該分野の訓練系・訓練科のあり方 

④各訓練科の訓練基準の見直し（別表第２＋「教科の細目」） 

⑤各訓練科の設備基準の見直し（設備の細目） 
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⑥各訓練科の技能照査の基準の見直し（技能照査の基準の細目） 

 

２－４ 調査計画の検討 

（１）職業能力開発施設の運営や人材ニーズの実態等を把握するため、必要に応じて職業

能力開発施設への見学・ヒアリング、アンケート調査等を実施することとした。 

   調査の実施に当たっては、研究会委員と研究担当室が分担して行うこととした。 

（２）（１）の職業能力開発施設へのヒアリング及びアンケート調査の主な項目は次の①か

ら⑥のとおりである。 
  ①当該科の概要（募集科名、人材ニーズ、訓練目標、募集、就職等） 

②当該科を取り巻く環境変化（技能・技術、関係法令、設備等） 
③教科について（必須、不要、時間増減等） 
④教科の細目について（必須、不要等） 
⑤設備基準について（必須、変更、不要、数量変更等） 
⑥技能照査について（実施方法、その他等）他 

    
２－５ 研究成果 

本報告書は、研究会の討議や調査結果を踏まえて、（１）から（３）に沿ってまとめた

ものである。 

（１）職業訓練基準の見直し検討及び提案 
①別表第２に示されている訓練系・専攻科、名称、教科目名、技能及び知識の範囲、

訓練時間、設備の種別・名称の見直し 
②必要に応じた、新訓練系・新訓練科の設置の提案（上記①の事項を含む） 

（２）職業訓練の細部基準の見直し検討及び提案 
①「教科の細目」の必要に応じた見直し 
②「設備の細目」の必要に応じた見直し 
③「技能照査の基準の細目」の必要に応じた見直し 
④新訓練系・新訓練科の訓練基準の提案 
⑤モデル・カリキュラム集 

（３）その他、産業技術・人材ニーズ・教育訓練の実態等に係る参考資料 
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第３節 研究の経緯 

３－１ 研究会作業フローチャート 

研究会の経緯を図１－２「研究会のフローチャート図」に示す。  

 

図１－２ 研究会のフローチャート図 

第１回 
研究会  
5 月 29 日 

第２回 
研究会 
7 月 3 日 

第３回 
研究会 
8 月 7 日 

第４回 
研究会 
9 月 4 日 

第５回 
研究会 
11 月 6 日 

立ち上げ

準備 

〈研究会開催〉 〈基準見直し作業〉     〈調査等〉  〈報告書作成〉

訪問調査まとめ 
（ヒアリングシ

ートの集約） 

報告書素案の

検討 

報告書最終案

の作成 

・基準の概要の把握 
・人材ニーズ、動向等に

関する意見聴取 
・訪問調査の概要説明と

実施依頼 
訪問調査の実施 
（ヒアリング） 

・訪問調査結果分析 
・見直しの枠組み、現行

科のあり方等の検討 
・新設科の可能性の検討

・教科基準・設備基準、

技能照査の細目等の

見直し提案の検討 

・報告書目次構成提示 
・基準見直し提案の確認

・報告書案の書き方 
・モデルカリキュラム様

式の提示 

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10 月

11 月

12 月

１月

２月

３月

報告書の完成

（要約版、資料

一式共）

・報告書案の確認 
・モデルカリキュラム編

成シートの確認 

・対象分野の設置科状況

調査 

・分野及び趣旨の検討 
・委員の選定・委嘱 
・資料準備（各科カリキ

ュラム表、設備基準等）

アンケート調査

の実施 
・現行科見直し 
・新科の可能性 

・報告書構成案の

検討 

厚生労働省 
（専門調査員会）

見直し提案様式の提供 
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３－２ 研究会の開催 

研究会は、表１－２「研究会の開催経緯」のとおり、計５回開催した。 

 

表１－２ 研究会の開催経緯 

第１回 

研究会 

 

・議題： 

（１）基礎研究会の企画趣旨 

 （２）職業訓練基準の見直し 

   ①職業訓練基準の概略説明 

   ②本研究の留意点 

   ③見直し分野、訓練科の設置状況 

（３）ヒアリングについて 

・検討資料： 

①「職業訓練基準の分野別見直しに係る基礎研究会(普通課程) ―平成 24 年度

建築・土木分野―」企画趣旨（案） 

②施行規則別表第２、教科の細目及び設備の細目の見直しにあたっての留意点 

③本年度見直し対象の訓練系・科 

④平成 24 年度対象分野の訓練科の設置状況及びグループ別主な担当分野 

⑤各訓練科の「教科の細目」＋「別表第２」 

⑥各訓練科の設備の細目 

⑦職業能力開発促進法・抜粋及び職業訓練基準の概要 

⑧事務局アンケート調査の概要について 

⑨ヒアリングについて及びヒアリングシート（案） 

⑩ヒアリング報告書（案） 

⑪グループ別ヒアリング候補地（案） 

第２回 
研究会 
 

・議題： 

（１）ヒアリング報告 

①報告に関するグループ討議          

②ヒアリング結果報告（グループ毎） 

③補足、質疑応答、今後のヒアリング実施の取り扱い等 

（２）見直しの枠組み、現行科のあり方等について 

①見直しに係る確認事項 

②見直しの方向性に係るグループ討議 

③討議結果報告 

④補足、質疑応答等 

⑤見直し提案様式の説明 

 （３）事務局アンケート調査結果について 

   ①グループ毎のアンケート調査結果分析 

   ②見直し提案表の回答資料（別表２＋教科の細目、設備の細目） 

・検討資料： 

①第１回ヒアリング調査訪問施設一覧 

②ヒアリングシート 

③ヒアリング報告書集約 

④見直し検討メモ（参考資料） 

⑤見直し提案表の記載例 

⑥モデルカリキュラムのサンプル 

⑦技能照査の基準の細目 
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第３回 
研究会 
 

・議題： 

（１）教科見直しの方向性        

①見直しの進捗状況発表 

②質疑応答 

（２）グループ討議 

・検討資料： 

①見直し検討メモ 

②グループ別担当表 

③事務局ヒアリング結果 

④見直し提案表の途中経過 

⑤参考資料 

第４回 
研究会 
 

・議題： 

（１）見直し提案の最終報告 

 （２）グループ討議 

    ①見直し提案の最終確認 

    ②まとめ 

・検討資料： 

①見直し提案表 

②見直し提案の記載例 

③報告書巻末資料用 

④モデルカリキュラムの記載例 

第５回 
研究会 
 

・議題： 

（１）報告書原案検討 

 （２）モデルカリキュラムの検討 

 （３）今後の予定 

・検討資料： 

①「職業訓練基準の分野別見直しに係る基礎研究 (普通課程) ―平成 24 年度

建築・土木分野―」報告書（案） 

 

３－３ アンケート調査の実施 

本年度見直し対象の訓練系・科については、訓練基準見直しアンケート調査を、設置校

がある都道府県立職業能力開発施設と認定職業訓練施設、２７訓練科に対して行った。ア

ンケート調査の実施概要を表１－３に示す。 

 

表１－３ アンケート調査の実施概要 

・実施期間： 平成２４年４月２５日～５月１８日 

 

・対象：              公共職業能力開発施設  認定職業訓練施設 

 建築・土木分野 普通１年 設置校数        ８６       ５００ 

              実施校数        ８５       ４０６ 

          アンケート送付数        ７４       ３２０ 

          アンケート回答数        ６７       １１６ 

               回答率      ９０．５％     ４６．４％ 

・調査件数： 計３９４件                   

調査研究報告書 No.156

－ 8 －



 9

 

３－４ ヒアリング調査の実施 

研究会の委員による職業能力開発施設へのヒアリング調査（表１－４ ヒアリング調査

の実施概要）を行った。ヒアリング調査は、各グループ２施設ではあったが、訓練現場の

運営に関する課題の把握、職業訓練基準見直しに対する要望・意見の聴取、意見交換等、

有益な情報が得られた。このヒアリング調査の結果は、研究会での検討資料とした。 

 

表１－４ ヒアリング調査の実施概要 

（躯体グループ）  

ヒアリング調査１ ・日 時：平成２４年６月２１日 
・訪問先：愛知県立名古屋高等技術専門校 
     建築設計科（普通課程 １年訓練）  
・訪問者：３名 

ヒアリング調査２ ・日 時：平成２４年６月２２日 
・訪問先：岐阜県立木工芸術スクール 
     木造建築科（普通課程 １年訓練） 
・訪問者：３名 

 
（内外装グループ） 

 

ヒアリング調査３ ・日 時：平成２４年６月１８日 
・訪問先：兵庫県立神戸高等技術専門学院 
     インテリア・サービス科（普通課程 ２年訓練） 
・訪問者：３名 

ヒアリング調査４ ・日 時：平成２４年６月１９日 
・訪問先：大阪府立守口高等職業技術専門校 
     インテリア・サービス科（普通課程 １年訓練） 
・訪問者：３名 

 
（設備グループ） 

 

ヒアリング調査５ ・日 時：平成２４年６月２０日 
・訪問先：岡山県立南部高等職業技術専門校 
     配管科（普通課程 １年訓練） 
・訪問者：３名 

ヒアリング調査６ ・日 時：平成２４年６月２１日 
・訪問先：山口県立東部高等産業技術学校 
     冷凍空調設備科（普通課程 １年訓練） 
・訪問者：３名 
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３－５ 職業訓練基準見直しの具体的検討 

 職業訓練基準の見直しの検討は、研究会において「表１－５ 見直し検討経緯」の順序で

行った。 

 

表１－５ 見直しの検討経緯 

（１）研究会の趣旨説明 

↓ 

（２）産業、人材ニーズ、行政施策、職業訓練を取り巻く課題等の把握 

         ↓ 

（３）現行の職業訓練基準及び細部規定の確認（職業能力開発促進法施行規則「別表

第２」、教科の細目、設備の細目、技能照査の基準の細目等） 

↓ 

（４）訓練科の種類と全国の設置状況の把握 

↓ 

（５）意見聴取による要望の作成、見直しの可否に係る視点の検討 

↓ 

（６）見直しに対する意見交換と見直し方針の確定 

↓ 

（７）職業訓練基準の具体的見直し作業と新たな訓練系・訓練科の検討 

↓ 

（８）上記に付随する設備の細目、技能照査の基準の細目等の見直し 

↓ 

（９）職業訓練基準の見直し提案内容の確定 

↓ 

 （10）報告書案の検討 
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